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移動者による移動先地域選択に見られる規則性について 









したのは 1885 年のことであった。 























を分析している。また濱英彦は、（１）式のように移動先 A、B への転入総数の比 TATB MM に対する
移動元（i 県）からの転入数の比 iAiB MM を人口吸引力競合 ABiAT •  
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207
と定義し、この指標を用いて地域 iにおける Aに対する Bの吸引力の卓越度を県別に評価している。
そしてそのことによって移動圏の範囲を特定し、東京都と大阪府の移動圏の分割線が中央日本にあ




る移動選好度 ijI がこれまで移動圏分析にしばしば用いられてきた。例えば、昭和 60 年国勢調査の
モノグラフシリーズ No.2『人口移動』による移動圏分析がそれである。そこでは、移動選好度を 100 倍
したものを移動選好指数（migration preference index）と定義し、東京都と大阪府について、周辺
府県からの選好度指数の二時点（昭和 45 年、55 年）比較、大都市地域から非大都市地域への移動
選好度、さらには非大都市地域の道府県間の選好性が比較考察されている〔総務庁 1990 24-40































討する。なお、以下では、平成 12 年国勢調査実施時点以前の 5 年間の移動者対象とし、東京 23












動選好度 ijI が用いられてきた。 


















ただし、 ijI ：i 地域（移動元）からｊ地域（移動先）への人口移動選好度、 ijM ：i 地域からｊ地域への
移動者数、 iP ：i 地域（移動元）の人口、 jP ：j 地域（移動先）の人口、 tP ：移動元及び移動先の人口
計である。なお、本稿では国勢調査の 5 歳以上の人口移動データに基づき首都圏の 60 キロ圏の市
区郡から東京 23 区の各区への移動者を分析対象とした。そのため、それぞれ ijI ：i 地域（60 キロ圏
内の市区郡）からｊ地域（都区内の各区）への人口移動選好度、 ijM ：i地域からｊ地域への 5 歳以上
移動者数、 iP ：i 地域（移動元 i=1･･･162）の 5 歳以上人口、 jP ：j 地域（移動先 j=1･･･23）の 5 歳以
上人口、 tP ：首都圏の 60 キロ圏内の 5 歳以上人口、∑ ijM ：首都圏の 60 キロ圏の市区郡から 23
区への 5 歳以上の移動者総数とした。 
 
（２）移動選好度の標準化による移動距離の影響の除去 
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C2、D1、D2、E１、E2）による類別結果を採用した。表 1 は、その類別結果を示したものである。 
 
 




川崎区 幸区 金沢区 戸塚区 南区 港南区 鶴見区 保土ヶ谷区 横須賀市 瀬谷区
泉区 茅ヶ崎市 港北区 緑区 旭区 中原区 神奈川区 平塚市 磯子区 逗子市
西区 中区 栄区 鎌倉市 藤沢市 綾瀬市
青葉区 宮前区 高津区 都筑区 大和市 調布市 多摩市 多摩区 麻生区 町田市
相模原市 稲城市 狛江市 秦野市 厚木市 座間市 海老名市 津久井郡 伊勢原市 中郡
昭島市 小平市 武蔵村山市 福生市 小金井市 国分寺市 武蔵野市 三鷹市 八王子市 日野市
国立市 府中市 あきる野市 立川市 青梅市 東大和市 羽村市 西多摩郡
保谷市 東久留米市 新座市 清瀬市 所沢市 入間市 東村山市 田無市 狭山市 飯能市
川越市 東松山市 坂戸市 鶴ヶ島市 入間郡 朝霞市 富士見市 和光市 志木市 上福岡市
比企郡 日高市 大里郡 深谷市
川口市 鳩ヶ谷市 蕨市 岩槻市 戸田市 桶川市 浦和市 大宮市 上尾市 与野市
北足立郡 北本市 蓮田市 鴻巣市 久喜市 猿島郡 加須市 古河市
D1 茂原市 君津市 長生郡 木更津市
印西市 印旛郡 龍ヶ崎市 稲毛区 八街市 美浜区 浦安市 八千代市 鎌ヶ谷市 花見川区
船橋市 習志野市 市川市 佐倉市 中央区 若葉区 市原市 四街道市 緑区 袖ヶ浦市
E1 草加市 越谷市 八潮市 春日部市 幸手市 北葛飾郡 吉川市










































 次にⅠとⅡのサブグループも含めた 10 区分による類別結果の特徴を見てみよう。 
５つの大区分のうちⅠとⅡはそれぞれ 9 区から構成される巨大な地域クラスターであり、各 4 個と 3
個のサブグループを持っている。そこでまず、サブグループを含め 10 の移動先地域クラスターが相






















Ⅰa 台東区 墨田区 荒川区
Ⅰｂ 千代田区 中央区 文京区
Ⅰｃ 江東区 江戸川区
Ⅰd 葛飾区
Ⅱa 港区 品川区 目黒区 大田区
Ⅱｂ 新宿区 渋谷区 中野区 杉並区
Ⅱｃ 世田谷区









































Ⅰa Ⅰb Ⅰc Ⅰｄ Ⅱa Ⅱｂ Ⅱｃ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
A1 -0.627 0.438 -0.279 -0.754 2.250 0.116 1.022 -0.533 -0.689 -0.943
A2 -0.656 0.081 -0.392 -0.731 0.367 0.500 2.534 -0.364 -0.529 -0.811
B1 -0.746 0.232 -0.470 -0.852 -0.239 2.286 0.952 0.301 -0.514 -0.949
B2 -0.658 0.279 -0.561 -0.700 -0.455 0.471 -0.164 2.593 -0.100 -0.704
C1 -0.287 0.325 -0.622 -0.704 -0.598 -0.327 -0.582 0.326 2.644 -0.174
D2 -0.010 0.621 2.405 0.621 -0.451 -0.322 -0.459 -0.778 -0.786 -0.840
E1 0.263 0.020 -0.345 0.146 -0.662 -0.608 -0.672 -0.571 -0.244 2.673

































































 距離算出の際の起点としたのが 23 区の縁辺区を含む移動先地域クラスターポリゴンの重心点であ
る。その結果、都心部の移動先地域クラスターであるⅠｂあるいはそれに隣接するもう一つの 23 区非









































































Farr, W.(1876) Birth places of the people and the laws of migration. Geographical 
Magazine, 3. 
Ravenstein, E.G.(1885) The Laws of Migration, Journal of the Statistical Society of 
London,Vol.XLVIII. Part II.  
Schwind, P.J.(1975) A general field theory of migration: United States, 1955～60. 
Economic Geography, 51 
Corbett, J.  Ernest George Ravenstein: The Laws of Migration,1885. http://www.asu. 
edu/courses/gcu600/gcu673a/6/Readings/Ravenstein.htm 




























































































































































0 5 10 15 20 25
標
準
化
移
動
選
好
度
Ⅰd重心点からの距離
E2
218
